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民党自動車議員連盟と自動車関係15団体との
政策懇談会が11月21日、東京・千代田区の自

民党本部で開催されました。出席団体からは税制改
正要望に加えて、コロナ禍による深刻な影響につい
ての状況説明や支援要請の訴えが数多く述べられる
とともに、従来の自動車産業の枠を超えた新たなモ
ビリティ社会を見据えて、中長期的な税のあり方の
議論を求める主張も相次ぎました。
　政策懇談会に先立ち、佐藤信秋議連事務局長の進
行で自動車議連の総会が開催され、冒頭、額賀福志
郎議連会長が挨拶しました。額賀会長は、「気候変
動に伴う電動化改革、そしてAIやIoTを活用した新
しいサービス、いわゆるCASEなどへの対応が求め
られている自動車産業は、どういう新たな価値観を
生み出して産業を変えていくのかという大きな問題
に直面しています。われわれ議連としては、どうい
う課題や問題があるのか骨太の議論をしてく必要が
あります」との認識を示し、「税制においてもエネ
ルギー改革や燃料改革、電動化、自動運転などに向
けて、中長期的な税制のあり方をわれわれ議連で議
論し、政府に要望していかなければなりません」と
述べました。
　続いて、本自動車議連に「モビリティを軸に成長
する未来社会を考える会」が新たに設立されたこと
が報告され、同会会長に就任した甘利明議連通産委
員長が設立趣旨などを説明しました。甘利同会会長
は、世界の自動車産業が大きな岐路に立っている現
在、欧米や中国などによる、新たなモビリティ社会

に向けた主導権争いが激化していることが設立の背
景にあるとして、２つの重要なテーマを挙げて次の
ように話しました。
　「一つは、EV以外の選択肢で生き残ることがで
きるか、ということです。日本は内燃機関系のアド
バンテージによって世界に冠たる自動車王国を創っ
てきました。しかし、EV関連で若干のアドバンテ
ージを持っているEUに席巻されて、現在の構図が
一変する危険性があるわけです。米中にもEUと同
調するような動きがあります。ただ、内燃機関系の
環境性能が劣っているのではなく、問題は燃料にあ
り、環境性能に優れた燃料に転換できれば、日本は
世界最高性能の環境対応車つくることができるとい
う考え方もあります。そこで多様な選択肢で生き残
っていくという日本の流れを、国際的な流れにして
いく戦略も必要です。
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